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「三田学会雑誌」89卷 1 号 （1996年 4 月）

労働者が每期離職可能な時の 

報酬のタイミングについて *

—— 外部オファーが一様分布のケース——

グ レ ー ヴァ香子

1 . 序

労働市場において労働サービスに対する報酬のタイミングはまちまちであることはよく知られて 

いるところである。プロのスポーツ選手は一試合ごとにその試合での功績によりボーナスのような 

ものが支払われるし，工場での出来高賃金も一日の功績に対する報酬と考えることができる。これ 

に対し，ホワイトカラ一の労働者の賃金システムはあらかじめ決まっており，今日の努力はすぐに 

は賃金に反映されないがいずれ昇進や昇給のかたちで報いられる。したがって前者が直ぐに与えら 

れる報酬というシステムであるとすると，後者は後で与えられる報酬のシステムであると言えよう。 

この他にも現実にはいろいろな報酬のタイミンダが存在する。このような報酬のタイミングの違い 

を契約理論的側面から説明するのが本稿の目的である。

この論文では，企業と労働者の長期的契約のもとで労働者は各期ごとに自分の生産性を選ぶこと 

が出来，また各期の終わりには外部からの転職のオファーがあり，それを受け入れて転職すること 

が出来る（しないこともできる）というモデルを考察する。この時，報酬が後で（労働者の転職の決 

断が終わった後）与えられる契約とすぐに（転職の決断の前に）与えられる契約とを比較し，企業に 

とってどちらが良く，労働者にとってはどちらが良いかを考察する。簡単化のため本稿を通じて外 

部オファ一は一様分布していると仮定する。一般の分布のケ一スについては，Fujiwara-Greve 
(1 9 9 5 b )を参照されたい。

2 . 報酬が直ぐに与えられるゲ ー ム

一 つ の 企業がゲ ー ム の 始まりに一人の労働者を割り当てられているとする。雇用関係を始めるに

* 本稿はスタンフォード大学へ提出された博士論文の一部である。同校での指導教授D. Kreps, F.
Gul，J. Roberts先生に貴重なコメントをいただいたことを記して感謝する。
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当たって企業は以下のような長期契約を提示する。この契約は二つの賃金レベルから成り，（W,， 

ルゎ）と表わされるとする。賃金的は低い労働生産性が観察されたとき支払われるもので， は高 

い生産性が観察されたときに支払われる。この契約は労働者が退職するまで有効であって，それま 

で企業は何ら他の戦略的行為はできないとする。

契約が提示された後，労働者はその期の生産性を二つのレベル/ ? (高い生産性)， £ (低い生産性）

の内から選ぶ。低い生産性にはコストはかからないが，高い生産性を選んだ時は労働者はど> 0  
のコストを負担するとする。生産性に伴うコストは同じ企業の労働者は全て同じとする。企業は労 

働者の生産性に依存した所得を得る。高い生産性の時は77*を，低い生産性の時は / 7 < / 7 * を得る。 

所得を観察すると企業は労働者の生産性を完全に知ることができるのでそれに従って，契約で決め 

られた賃金を支払う。各期の終わりに労働者は外部からのオファーを得る。単純化のため外部オフ 

ァ一は将来に渡って一定の所得を保証するもの{w，w ，• • •}と仮定する。すると，一期の所得w に 

よって外部オファーが特定できる。事前的にはw は [0, A ]上 （ただし，6 > ど）の一様分布をして 

いる確率変数とする。労働者は，実現したオファーを受け入れて退職するかしないかを決め，この 

期が終了する。

次の期の始まりにもし前期労働者が退職していたら企業は新たに労働者を雇い訓練するためのコ 

ストQ > 0 を負担する。この場合，企業は新しい労働者に対して新たな契約を提示し同じゲームを 

始める。もし，前期に労働者がやめていなければ契約提示の部分を除いて，また同じゲームを同じ 

プレイヤーて 1亍う。このようにしてゲームは無限回続いていく。

企業と労働者はともに危険中立的とし，将来の利得を割り引き率3 e ( 0 ，l )で割り引いて利得の 

列の総現在割り引き価値を最大化するものとする。簡単化のため労働者は一度だけ外部オファーを 

受け入れて退職することができ，一度外部オファーをとったらそれを永遠に受け取るものとする。

企業が提示できる契約は以下の集合によって制約されるものとする。

F ： = { ( w f ,  W h ) G  9̂ 2| 0<W/<W>, W e < W h ^ W  -\- c*}

0 は外生的に与えられた最低賃金レベルと解釈する。外部からの賃金オファ一に上限ががあるの 

で，企業は低い生産性のときは沭高い生産性の時は - +  C* 以上の賃金レベルを払おうとはしな 

い。従って，上記のような上限があっても一般性を失わない。

このゲームを後ろから解くことにする。始めに労働者の最適反応戦略を企業の契約の関数として 

特定化する。次に，企業にとっての最適な契約を見つける。

3 . 直ぐに報酬が与えられるゲ ー ム の 労働者の最適戦略

契約（W AW dが与えられているとする。労働者の最適化問題は每期毎期同じことに直面すると 

いう定常的な動的計画問題であるので，定常的な最適戦略が存在することが一般に知られている。
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(動的計画法のこの帰結についてはBlackwell [1 9 6 5 ]を参照。）また，ある外部オファ一 w を受け入れ 

るならばそれより高いオファー全てはより大きい総現在割り引き価値をもたらすものであるから， 

当然受け入れられる。従って，転職戦略は保証賃金戦略（外部オファーがある賃金レベル以上の時， 

またその時のみ退職する）という形になるはずである。

今，労働者が常に低い生産性を選び，保証賃金レベルを见とするという定常的戦略をとったと 

する。この戦略の価値は

最初の等式でこの関数を説明すると，第一項が今期の賃金，第二項が生産性に伴うコスト（この場 

合 0 )，第三項が外部オファーを受け入れる場合の期待総現在割り引き価値で，最後の項が外部オ 

ファーを受け入れない場合の期待価値である。これを二番目の等式の様に書- 直すことができる。 

関数 V"を最大化する保証賃金を识バ^ ^ )とする。これは契約のうち，低い生産性のときの賃金に 

のみ依存する。

この戦略が最適戦略であるためには一期間だけ労働者が違う行動をとっても，より多くの総割り 

引き利得を得られないことが十分である。これを，戦略が一段階で改善不可能（unimprovable by 
single s t e p )であるという。一般に，各期の利得が下に有界で利得が割り引かれる時，一段階で改 

善 不可能な戦略が最適であることが知られているがこのゲ ー ム は これらの条件を満たす。奶がど 

のような値のとき，上記の戦略が最適であるかを調べよう。一期間だけ高い生産性を選び，保証賃 

金水準分をとったとする。この戦略の価値は，

W{ h , £ , w ,  w L) =  w h~ c *  +  S +  V{£,  w L)

である。（積分の始まる値がC になっているこ と に 注意。）保証賃金分が入っている項は関数！/と同 

じ形をしていることがわかる。したがって，この場合の最適な保証賃金は同じである。こ 

れを代入すると定常的低生産性戦略が最適なための十分条件は，

V{£,  wl ) ^  W(h,  £, w L, w l ) We ^ w h — c* (1)

であることがわかる。

同様にして，常に高い生産性を選び，保証賃金水準を见とする戦略の最適条件も求められる。 

この戦略のもたらす価値は，

V(h,  w ) =  Wh~c* +  d f  W( ^ ^ ^ A r d w  丨

と書け，価値を最大化する保証賃金を— o A) とする。一期間だけ低い生産性を選び，保証賃金水 

準 w をとると，その戦略の価値は
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W(£, h, w, wh) =  W{+ d J  ( i ごみ) 去ゴw +  5 ^ -  V(h, Wh)
であり，この場合の最適な保証賃金はやはりである。ゆえに，定常的高生産性戦略が最適 

である条件は，

v{h, Wh) ^  w(£,  h, WH, Wh) We <Wh~C* (2)

となり，これは条件⑴とうまく補完的になっている。ただし，契約の制約条件0 く があるので， 

(2 )は 之 C *を要求する。

この結果から，もし企業が高い生産性を導きたければ労働者が高い生産性を選んだときの短期的 

純利得W - C * が低い生産性の利得m を上回らなければならないことがわかる。生産性の高さの 

選択は，このように近視眼的であり，退職の意思決定とは独立である。退職率はW位）ニ1一（皮/ 
A ) であるが，これは労働者が低生産性戦略をとっているときは阶のみに，高生産性戦略をとっ 

ているときはのみに依存する。

4 . 直ぐに報酬が与えられるゲームの最適契約

3 節の労働者の最適戦略の分析は，一様分布を使わずにできるが企業の最適契約を特定化するた 

めには，具体的に最適保証賃金水準を計算する必要がある。労働者の場合と同様に，企業の問題も 

定常的動的計画問題であるから，どの労働者に対しても同じ契約を提示する定常的戦略の中に最適 

戦略が存在する。

もし条件⑴を満たすような契約を常にとるとすると，全ての労働者は常に低い生産性 

と保証賃金仏 (阶）を選ぶので，離 職 率 は 毎 期 =  1 — が} となり，この戦略の企業 

にとっての価値は

VL{wt) =  n  — Wt-\-d VL(we) — Q) +  (5 [1—Ql(w{)] VL.(we) =  [ n  — We~ d qL{we) Q]バ1—(5)

となる。一番目の等式の最初のニ項は今期の純利得であり，第三項は労働者がやめてしまった場合 

の期待将来利得，第四項は労働者がやめなかった場合の期待将来利得である。ここで，労働者の価 

値を最大化する最適保証賃金を一様分布を使って求めると，

Wl( w )̂ =  [ w  —{ ( 1 —8 2)u>2 — 2 d ( l  — 8 ) w w e Y l2] ld

となる。従って，企業の利得関数は，

=  — <5 Q | 1 — ^- [ ( 1 —S2) w 2—2(5(1 — 8)ww{]ll2\ | / ( 1 —<5)
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となる。これはWパこのみ依存し，微分すると凸関数であることがわかる。従って，最適な的の 

値は 0 又はWである。その選択は労働者が退職したときに企業が負担するコスト0 にのみ依存し，

K ( w ) ^ n ( o ) ^ Q ^ w ^ (0)y  ⑶

であるから，労働者が退職したときのコストが比較的高い時（即ち，（3)が成立する時）は高い賃金 

w を払ってでも退職させないようにし，コストが比較的低いときには賃金を最低まで抑えてやめ 

るにまかせるという戦略をとることになる。条件⑶が成立するときの低生産性契約の中の最適契 

約 は と い う 形 を と り ， はがく く A +  c * を満たす任意の数でよい。条件 (3)が成り立 

たない時の最適低生産性契約は，（0，w O という形をとり，め は 0 く心く  c * を満たす任意の数と 

なる。

同様にして，0 2 めく w  — c * を満たす契約を常にとる戦略が企業にもたらす価値は，離職率を 

： =  1 — とすると

VH{wh) =  [ n  — w h — 5 qH{wh) Q ] / ( l  — 5)

である。一様分布の関数を使って労働者の最適保証賃金を求めると，

W H ( w h) =  [ w — {(I —8 2) w 2 — 2 d ( l ~ d ) w ( w h ~ c * ) } ll2] /8

であるから， もw の凸関数である。最適なw の値はc * またはA +  c * となり， 

V ^ ( w  +  c * ) ^  V S { c * )  ^  w 2  w 2 ⑶
d { w  —  W h ( c * ) }  d { w ~  W l ( 0 )}

の時に限り，契約（奶，̂  + ど）を選ぶ。（ただし，的 は 0 < 的く丨を満たす任意の数である。）コ 

スト0 に関する条件が低い生産性を導く契約の時と同じであることに注意したい。Q が条件(3)を 
満たさないときは最適高生産性契約はただ一つに決まり，それは（0 ,ど）である。

これらを総合すると，条件⑶が満たされる時の企業の最適契約は二つの生産性を比べて，

V^(w + c*)^ Vlf(w) «  n * - c * >  n  (4)

であるから，高い生産性から得られる一期間の企業の所得が相対的に大きい時は高生産性契約を選 

び，そうでないときは低生産性契約を選ぶことが最適である。同様にして，条件 (3)が満たされな 

い時も，

T4F(c*) >  y / ( 0 )  ^  n * - c * >  77 (4)

であるから，同じ条件が企業の選択を決めるということになる。図 1 にパラメタ一に依存した最適 

生産性，離職率，最適契約（太字は支払われる賃金）を図示した。
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図 1

Q
Low, no quit High, no quit
ハ ハ(\V, Wh<W + C*)

ハ ハ(w x w , w + c*)

Low, qL(0) > 0 High, qL(0) > 0

(0, wh<c*) ( 0 ,c*)

まとめると，生産性に対する報酬が直ぐに（退職の決定を待たずに）与えられるゲームにおいて 

は，労働者の二つの意思決定（生産性の選択と転職の選択）は独立である。また，企業がどちらの生 

産性を導くかは，各生産性がもたらす一期間での所得の大小だけに依存し，賃金の大きさは退職さ 

れたときのコストだけに依存するという二分性がある。

図 1 からも明らかなように，退職にともなう企業のコストが大きくなれば賃金は上昇する。これ 

は実証的にも支持されている。（Campbell [1 9 9 3 ]を参照。）また，鉱工業はサービス業より高い平 

均賃金を払っていることはよく知られているが（例えば，Krueger and Summers [1 9 8 8 ]を参照)，鉱 

工業においては生産性の違いが企業の収入に及ぼす影響が大きい（従って条件⑷が満たされる）と 

考えれば，前者は高賃金高生産性の均衡に，サービス業は低賃金低生産性の均衡にあると解釈でき 

るかもしれない。

5 . 報酬が遅れて与えられるゲーム

次に，対比として生産性への報酬が労働者の離職の意思決定の後に与えられるゲームを考える。 

このようなゲームでは，最初のゲームと違い，生産性の決定と退職の決定とが分離できない。ここ 

では，簡単化のため報酬は一期遅れで支払われるモデルを考える。

そのような報酬システムが考えられる背景としては，例えば労働者の生産性が直ぐには観察でき 

ない状況が有り得る。契約は，観察可能な物事に関してのみ依存させることができるとすると，こ 

のような場合は今期の賃金を今期の生産性に依存させることができなくなる。もし，生産性が一期 

遅れて観察されるならば，今期の賃金を前期の生産性に依存させることはできる。また，労働者が 

退職した場合は現在の雇用者から約束された次期からの報酬はすべて棒にふることを仮定する。も

47



し，退職後に過去の生産性に対して報酬を得られるとしてしまうと最初のゲ ー ム と 何ら分析は変わ 

らなくなる。

上のような背景のもとで，具体的には以下のゲームを分析し，最初のゲームの結果と比較する。 

ゲームの最初に企業は労働者に契約（Ŵ，Wh)を提示する。この契約は制約集合尸に入っていなけ 

ればならない。さらに，労働者が新規に採用された者（ゲームの最初を含む）の時は高い方のを 

当初の支払い額とする。（この仮定は後で議論する。）第 2 期以降は前期の生産性に応じて，高い生産 

性が観察されたときはを，低い生産性が観察されたときはを支払う。形式的に書くと，雇 

用関係の第 ' 期目においては賃金奶は，

[Wh, if t = l  or if e t -\ — h,
Wt if  ̂> 1  and if e t -\ = £

である。ただし，&ー！は，前期の生産性を表わす。

契約の提示と最初の支払いの後，労働者は生産性をゐ（高い生産性）か / ( 低い生産性）かに決め 

る。前と同様に低い生産性にはコストはかからないが，高い生産性を選んだ場合労働者はコスト 

c * > 0 を負担するとする。このコストも同じ企業に雇われている限り全ての労働者に共通のものと 

仮定する。労働者の生産性に応じて，企業は77* (高い生産性の時）か #  (低い生産性の時）かの所得 

を得る。この時点で，企業は労働者の生産性を完全に知るが，これに対する報酬またはペ ナ ルテイ 

は次期にならないと与えられない。期の終わりに，労働者は外部からのオファーを得て，退職する 

かどうかを決める。外部オファーに関する仮定は，前のゲームをまったく同じとし，将来に渡って 

一定の所得{似， ，…} が保証されるものとし，w は [0, A ] 上で一様分布しているものとする。

次の期の初めに，前期末に労働者を失った企業はコストQ > 0 をかけて新規採用と訓練を行う。 

その後は，契約の提示から始まってまったく同じゲームを新しい労働者と始める。労働者を失わな 

かった企業は過去の契約に従って前期の生産性に応じた支払いをする。それをうけて，労働者は今 

期の生産性を選択する。このように，ゲームは繰り返されていく。

6 . 報酬が遅れて与えられるゲ ー ム の 労働者の最適戦略

前のゲ ー ム と同様に，報酬が後で支払われるゲ ー ム で も労働者の問題は定常的動的計画問題であ 

る。しかし，今から見るように生産性の選択と保証賃金水準の選択とは独立にならない。まず，労 

働者が常に低い生産性と保証賃金水準研をとるという定常的戦略をとったときの価値を計算し， 

それが最適になる十分条件を導出する。雇用関係の第 ' > 2 期目においては，この定常戦略の価値 

は報酬が直ぐに与えられるゲ ー ム の 時と同じ形で 求められ，

V{£,w) =  [wt + d f ^ - ^ ) ^ d w ] / [ l - 8 ^ _ .
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新規の労働者である場合ひ= 1)は，

V( £̂, w)  =  w h~ 0  +  d J  ( 丁— ^ j ^ r d w  +  V(£, w)  (5)

となる。保証賃金w が現われる項はK，P ともに同じ形をしているので，どちらのケースでも最 

適保証賃金は同じである。（しかもこれは，報酬が直ぐに与えられるゲームにおける最適保証賃金とも等 

しい。）ここで，一階の条件より

(皮は前に求めた最適値）が成立することに注意する。

もし，この戦略から一期間だけ違う行動（すなわち高い生産性とそれに伴う保証賃金必）をとった 

とすると，労働者が得られる価値は

W(h, £, w, w L) =  u — c* +  8j^  ( :  — y  j —r -dw +  8 [ V{£, w)  +  w  ̂— ŵ ]

となる。ただし，w は第一期の時は！̂ ，二期以降は阶である。この戦略での最適保証賃金を求め 

るには，まず F ( / ，贝）=  — ( w ^ ) / ( l -< 5 )を W に代入してから成で微分して一階の条件を出す。そ 

の結果，最適保証賃金は，

W  ( w £ ,  W h ) = ( l — 8 \ w h  —  W t )  +  W L { W e )

となる。（二階の条件も満たされる。）

ここで注意すべきことは，行動を変えるのがいつであろうと同じ最適保証賃金であるということ 

と，しかし今期の生産性の変更が来期の利得に影響するためそれはもはやではないという 

ことである。

定常的戦略と一期変更した戦略との価値の差は（その変更の時期にかかわらず）

Giwh):^ V(£, wl(ws) )~  W(h, £,w{wt,  wh), w i im ) )
" S ( l - 8 ) w 2e | 8w£wL(wi) 1 S (( , -  r 、、 < 5 (1 -<5) 2' C----- ^ ^  ^ ^ 」十 i((l — さ）脚— れ (的)）れ — —

と表わされ，奶 を 所 与 と す る と が 非 負 で あ る こ と の （すなわち，定常戦略が低生産性の範囲 

のなかで最適であるための）十分条件は，

とすると，

wh く W{-\-M{wt)
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である。ここで，MXw£)> c *であることが一般に証明できる。（詳しくはFujiwara-Greve [1995b] 
を参照。）これを解釈すると，高い生産性を選ばせるためにはそのコストど以上のプレミアムを支 

払わなけらばならないということである。ほとんどの場合（保証賃金が労働者が絶対にやめないレべ 

ル，すなわち外部ォファーの上限と同じ時を除いて）労働者は高い生産性に対する報酬を確率1 未満 

でしかも次期に受け取ることになるのであるから，労働意欲を増やすためにはかなりのプレミアム 

を約束する必要があるということであろう。

次に，労働者が常に高い生産性と保証賃金水準W をとる時の価値は期にかかわらず前のゲーム 

と同じで，

跟 • 卜 - 夕 + 《 ( ☆ ) + - ] / [ ト 々 ] ⑶

である。この関数を最大にする保証賃金も前のゲームのそれと同じでである。ここで， 

以下のことが示される。

命題 1 . 奶を所与とすると，ちょうど（最適な保証賃金をとる）定常的低生産性戦略と定常的高生 

産性戦略がともに労働者にとって最適であるようなW の境界値が存在し， がその値以上であ 

る時は（最適な保証賃金をとる）定常的高生産性戦略が最適であり，以下である時は（最適な保証賃 

金をとる）定常的低生産性戦略が最適となる。

〔証明〕 を所与とする。（5 )式より，最適な保証賃金をとる定常的低生産性戦略の価値は 

の関数とみると，傾き 1 の線形関数である。（6 )式をで微分すると，

d V ( h ,  w H{ w h) ) = 1  / f^ ^ WHKwh) "j、, 
dwh L 」

であるから， F (み， は ! ^ の単調増加関数で7 ( / ，1 ^ (阶 )）より急な傾きを持つ。ここで，

=  とすると， y ( / ， み，贝/ / ( % ) )であるから，高い生産性の価値ははじめ（すなわ 

ち，w が低い時）は F ( /， を下回り，ある境界点において一致し，それ以上の時は]/(/， 

をこえることがわかる。

(証明終わり）

既 に め <  wt + M{wt) の時は低い生産性の定常戦略が最適であることがわかっているので，wt 
+  Af(的）が境界値である。言い替えれば，契約が％ 之 め と い う 条 件 を 満 た し て い る 時 ， 

またその時のみ（最適な保証賃金をとる）定常的高生産性戦略が全体としての労働者の最適戦略で 

あることになる。

7 . 報酬が遅れて与えられるゲームの最適契約 

まず，低い生産性を労働者に選ばせる契約の集合の中での企業にとっての最適（低生産性）契約
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を求め，次に最適高生産性契約を求めてこれらを比較して全体としての最適契約を確定する。企業 

が， + 似を満たすような契約を全ての労働者に提示する戦略をとると，雇用関係の第 

一期におけるこの戦略の価値は

w h) =  n  —  Wh +  d qL{wt)[ V l(w s) — Q ]  +  <5 {1 —Ql(w {)} Vliwi)

(ここで， I/f(的）は4 節で定義した関数）となる。 F f O ，，w O は高い生産性に対する賃金％ につい 

て線形減少関数なので，契約の制約条件から =  とするのが最適である。従って，我々は以下

の関数を最大にする奶を求めればよい。

Vl (w{, W() =  [ n  — we—8 qL{wt) Q ] / ( l  — 5)

微分によりこの関数は％ の凸関数であることがわかるので，最適低生産性契約はコーナー解とな 

り，（0 , 0 )または（A ，A ) である。このどちらが選ばれるかは，

W ，ゅ) ^  v m o )  ^  o >  -取 - ユ ' ⑻ ]  ⑶

の条件が成立するかどうかで決まる。ここまでは前のゲームと同じである。

次に，高い生産性を選ばせる契約の集合の中で最適なものを探す。企業が，w 之的+ M (め）を 

満たすような契約を全ての労働者に提示する戦略をとると，この戦略の価値は

VS{wh) =  [ n * - w h - 8  Qh (wh) Q ] / ( l - 8 )

この式は的を含んでいないが，w の下限がめに依存している。前と同様にこの関数も凸関数で 

あることがわかるので，Whの最適値の候補はw +  c * とm: =  Minosu^ふ[wc r̂ M{wf)\のニつであ 

る。ここで， + 似 を 最 小 に す る を と 書 く こ と に す る 。企業が，離職率ゼロの契約 

(すなわち， =  6  + の契約）を選ぶのは

F A  め ，w + c* )>  VL\ w f ,  m) «  =•_ ら

の時またその時のみである。ここで，m > c * であることからQ //くル2/ [さ（ル 一w t ( 0 ) ) ]が示される。 

(詳しくは，Fujiwara-Greve [1 9 9 5 a ]を参照。）ゆえに，労働者が退職した時の企業のコストQ につ 

いて三つの場合を考察する。

Case 1. Q >  w2l[8(w 一 wl(0))]
この場合，企業は低生産性契約（沭が）と高生産性契約（糾，A + ゲ）を比べる。（ただし，ぬは糾 

^M{we) < w  + c*を満たす任意の非負の数。）後者が最適である必要十分条件は

Vh(w{, w +  c*) > Vl (w , w) <=>  77* — c * ^  II (4)
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である。これは報酬が直ぐに与えられるゲームの条件と同じである。

Case 2. w2/ [ 8 {w — w > Q >  Qh
この場合，w2I[8(w - w l { )̂)] >  Q であるから低い生産性を選ばせる契約の中では（0 ,0)が最適 

である。高い生産性の契約の中では（i ^ ，A +  c * )が最適である。従って後者が全体で最適である必 

要十分条件は，

Vh { w (, w  +  c * ) >  Vl (0, 0) < = >  Q  >  { —(77* —77) +  -w> +  c*} — ii7L(0))]

である。この条件はQ と77*—/ 7 の両方に依存する。右辺は傾き一が/ [ 3 (が一仏 ( 0 ) ) ] < —1 の 

(77* —J ) の減少関数とみなされる。（図2 を参照。）

Case 3. QH> Q
この場合，企業は低生産性契約（0, 0 ) と高生産性契約（w ?，m ) を比べる。後者が最適である必要 

十分条件は，

Vh{w7, m) ^  Vl (0, 0) <=>  Q ^  { —(/7* —/7) +  m} (m )—wl(0))]

である。ここで， (ど）= 页“ 0 ) であることに注意したい。

これらの条件をまとめて，最適契約の生産性レベルと離職率を示したものが図2 である。図 1 の 

ような二分法が成立していないのがわかる。

図 2

Q

次の節でこれを前のゲ ー ム の 結果の図1 と比べ，企業と労働者の厚生比較をする。その前に，図 

2 からわかることをいくつかまとめてみよう。Q を所与とすると，生産性から来る企業所得の差 

(77*— 亙）が大きくなるとやはり（報酬が直ぐに与えられるゲ ー ム と 同様に）企業は高い生産性を好み， 

賃金は高くなる。しかし，境界となる値がQ に依存するようになるので，条件 (3)が満たされてい
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るからといって必ず高い生産性が選ばれる訳ではない。これは，高い生産性に伴うプレミアム 

似 ( i ^ )がかなり大きいのでQ が比較的低くて退職されてもあまり損害にならず，また所得の差 

( n * - w が あまり大きくない場合にはむしろ生産性を抑えてでも賃金コストを低くした方がよい 

ことがあるからである。

8 .  二つのゲームの厚生比較

以下の二つの命題の証明のために，ハ。ラメタ一の領域ごとにニつのゲームの均衡生産性と離職率 

を比較した図3 を示す。簡略化のため報酬を直ぐに与えるゲームをI ゲーム，報酬を遅れて与える 

ゲームをD ゲームと呼ぶことにする。

図 3

Q

area I gam e D gam e

1 Low ， no quit Low, no quit

2 High, no quit High, no qu it

3 Low, qL(O) Low, qし(0)

4 H igh，qH(c’ ) Low , qL(0)

5 High. qH(c*) High, no qu it

6 Low, q し(0) Low , qL(0)

7 H igh，qH(c*) Low , qL(0)

8 High, qH(c*) High. qw(m)

命題 2 . 任意のハ。ラメター値について，報酬を直ぐに与えるゲームでの企業の均衡利得が報酬を遅 

れて与えるゲームの利得を下回ることはない。
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〔証明〕 均衡の帰結が二つのゲームで異なるパラメタ一の領域のみを比較する。領域 4 と7 では，

I ゲームとD ゲームの均衡賃金はそれぞれc * と0 であるから，コストの差はc * である。一方，こ 

の領域では所得の差は77* —# が c * 以上であるから，I ゲームの利得がD ゲームの利得以上とな 

る。領域 5 では，I ゲームの均衡では均衡賃金はc * である。D ゲームでは，同じ生産性で賃金は 

w + c* を払って離職率ゼロにしている。この契約はI ゲームでもとることができたので企業の得 

る価値は，I ゲームの方が小さくなることはない。領域 8 では，同じ生産性のもとでI ゲームでは 

均衡賃金はc *で，D ゲームではm > c * を支払っている。この契約もI ゲームで可能であるから， 

やはりI ゲームの利得がD ゲームの利得以上となる。

(証明終わり）

従って，企業は報酬を直ぐに与えるゲームの方を好むことになる。これに対して，労働者の選好 

は全く逆になる。

命題 3 . 任意のパラメタ一値について，報酬を遅れて与えるゲームでの労働者の均衡利得が報酬を 

直ぐに与えるゲームの利得を下回ることはない。

〔証明〕 労働者が得る利得の総価値は一階の条件からH r ，れ ) = ^ / ( 1 一 め （ここで，x = £，h) で 

あるから，均衡における保証賃金水準に比例する。領域 4 と7 では，二つのゲームの均衡は異なる 

生産性をもたらすが，実は保証賃金水準は等しい。（̂ ( 0 )  =  Wh(ど)）故に労働者は同じ利得を得 

る。領域 5 では，I ゲームの保証賃金がw / / ( c * )で，D ゲームのそれはルであるから，後者の方 

が大きい。領域 8 では，I ゲームの保証賃金が^ ( 0 )で，D ゲームでは1 ^ (桃）> 伋“ 0 ) であるか 

ら，やはり後者の方が大きい。

(証明終わり）

9 . 結論的覚書

この論文では，シンプルな定常的モデルを用いて報酬のタイミングが企業や労働者の利得にどう 

影響するかを調べた。興味ある結果として，企業は生産性に対する報酬を労働者の転職の決断の前 

に与えた方がいいことがわかった。もちろん，この結果はモデルの仮定に依存している。特に，転 

職が每期可能であるという仮定がきいていると思われる。なぜなら，Lazear (1979)，（1981) のよう 

な労働者がある期まで退職しようとしないモデルでは，最適な長期賃金契約は賃金が時間を通じて 

増加する形（報酬が後で与えられる形）になるからである。転職や退職のモデル化のやり方は他にも 

ある。将来の研究として，労働者の一般の転職行動が均衡に及ぼす影響をみるのもおもしろいと思 

われる。

この他の仮定は必ずしも必要条件ではない。契約が集合尸で制約されることと，報酬が後で与 

えられるゲームにおいて初めに労働者に抑を支払うという仮定は多少変えても同じ命題を得るこ
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とができる。例えば，報酬が直ぐに与えられるゲームの均衡はより大きい集合，

F r =  { { w e, W h )  \ 0  ^  W e  <  W ,  0  <  W h  ^  W  +  C * }

の下でも均衡である。ただし，この場合命題2 を得るためには，報酬を後で与えるゲームにおいて 

は例えば新規採用の労働者には二つの賃金レベルの内，高い方を支払うなどの仮定が必要である。

を支払うという仮定では，低い生産性が均衡の時，wA =  0 として初期のコストを抑えることで報酬を 

後で与えるゲ ー ム の 方が企業利得が高 くなることがあるJ
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